













The Opposing Views of Initiative Taken by Politicians and 
Bureaucracy in the Political Process




 This study examines the case of the political process regarding the raising of the consumption tax in DPJ 
to observe the importance and influence of political actors in the decision-making process, and to analyze 
the roles and functions of the government, politicians, and political parties. The purpose of this study is to 
examine why the DPJ succeeded in raising the consumption tax, but lost its political power.
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Keywords : Political Process, Consumption Tax Policy, Initiative Taken by Politicians,  
Initiative Taken by Bureaucracy.
















2008年 546 770 1,316
2009年 594 819 1,413
2010年 636 862 1,498
2011年 670 895 1,565



















（原則 2 ）、「各省の縦割りの省益から、官邸主導の国益へ」（原則 3 ）であった。すなわち、原則 1




















1 ．鳩山由紀夫内閣―（2009年 9 月から2010年 6 月まで）―





















	 6）	朝日新聞（2009年 1 月29日）．「一からわかる財政再建 景気重視か財政規律か」．
	7）	同註 1 ．ページ104．
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新会議、政務三役という政治主導のシステムを新設した。







































	8）	朝日新聞（2009年 9 月 4 日）．「鳩山新政権へ 未来に責任果たす財政」．
	9）	同註 4 ．ページ162-168．
10）	子ども手当を満額支給（ 1 人あたり月額 2 万 6 千円）するために、約2.7兆円の財源が必要になる。農家の経営を支援する「戸
別所得補償制度」は、コメ以外の作物にも対象が広がる。「求職者支援制度」などの雇用対策にも 5 千億円以上が必要だ。朝日






（ 2）　民主党の増税結束のひび―2010年 1 月から 3月まで
　赤字財政財源不足に対して、民主党政権は単に無駄な予算を削減するだけで、消費税増税につい



























































2 ．菅直人内閣―（2010年 6 月から2011年 6 月まで）―
（ 1）　民主党政策調査会の復活と参院選―2010年 6 月から 8月まで






























































（ 2）　「税と社会保障の抜本改革調査会」―2010年 9 月から2011年 2 月まで







23）	朝日新聞（2010年 6 月 9 日）．「（社説）菅内閣発足　「選択と説得」の政治を」．
24）	野中俊彦、中村睦男、高橋和之、高見勝利．2006．《憲法Ⅱ》．有斐閣．
25）	岡田浩、松田憲忠．2009．《現代日本の政治―政治過程の理論と実際―》．ミネルヴァ書房．ページ213．













32）	朝日新聞（2010年 9 月 2 日）．「民主代表選共同会見、菅氏・小沢氏の発言〈要旨〉」．




































































（ 4）　「税と社会保障の一体改革案要旨」と復興基本方針―2011年 7 月から 8月まで
　民主党の政権運営はさらに行き詰まり、党内にも深刻な対立が生じた。消費税増税はマニフェス






















42）	朝日新聞（2011年 6 月 9 日）．「復興財源に増税明記　構想会議提言へ、自然エネ拡大　菅政権」．
43）	朝日新聞（2011年 6 月17日）．「所得・相続も増税方針　「消費税10％」明記　一体改革最終案」．





















3 ．野田佳彦内閣―（2011年 9 月から2012年10月まで）―

















45）	朝日新聞（2011年 7 月 1 日）．「税と社会保障の一体改革案要旨」．
46）	同註 3 ．ページ316－317．




































（ 2）　消費税増税案の提出―2012年 1 月から 5月まで
　2012年 1 月 6 日に野田内閣は消費増税と社会保障の一体改革の素案で、消費税率を2014年 4 月に
8 ％、15年10月に10％へ引き上げること、社会保障のための消費税引き上げ後に、基礎年金の国庫




50）	朝日新聞（2011年 9 月 7 日）．「膨らむ民主政調　「事前承認」前原会長に権限集中」．
51）	同註 4 ．ページ165－166	&	176．
52）	朝日新聞（2011年12月31日）．「消費増税と社会保障の一体改革案〈要旨〉」．


















ぐる事前審査で「名目 3 ％程度、実質 2 ％程度」の経済成長率の数値目標を付則に盛り込んだ新た
な修正案を了承し、前原政調会長に対応を一任した。野田内閣は 3 月30日に消費増税法案を国会に



















53）	朝日新聞（2012年 1 月19日）．「野田政権、消費増税 PR へ作戦　閣僚動員・学生と討論・メディア出演」．







56）	朝日新聞（2012年 4 月 3 日）．「消費増税どう審議　いつから始める・修正協議に時間・参院は野党多数」．
57）	榊原英資．2012．《なぜ日本の政治はここまで堕落したのか》．朝日新聞．
 93政治主導と官僚主導の対立軸をめぐる政治過程

















　 6 月26日に消費増税関連 8 法案は税率を2014年 4 月に 8 %、15年10月に10%に引き上げる内容が
可決された。採決に際して鳩山元首相と小沢元代表ら57人が反対し、16人が棄権・欠席した。参院



















　「決める政治」を掲げた野田は 9 月21日に民主党代表選で再選され、10月 1 日に第 3 次内閣発足に
なった。しかし結局野田首相は11月16日に衆議院解散を宣言するに至る。衆議院の解散後の日本政
58）	朝日新聞（2012年 6 月14日）．「民主、社会保障棚上げ提案　国民会議で 1 年議論」．




国際公共政策研究  第18巻第 1 号94
治に対して、12月 5 日に発表された朝日・東大谷口研究室共同調査で、谷口将紀はいくつかの観点
から分析している。第一は政策位置、第二は政策の優先順位、第三は政策実現能力に対する評価で
ある。民主党は2009年に政権交代を果たしたが、消費税を最優先の政策と位置づけ、結局、消費増
税などに反発して離党者が100人余に達した。しかし、民主党の政策実現能力では、自民、公明両党
の候補者に近づいている。特に2009年衆院選と2010年参院選に行った調査で候補者が「消費増税」
「防衛力強化」「中選挙区制復活」の 3 項目への傾向が浮かんだが、とくに顕著なのは消費増税だっ
た
63）
。
　つまり、野田内閣には消費税増税を最優先課題とし、党税調の復活、消費税増税案の提出、民自
公の提携などを行った。しかし、民主党の政治手段は自民党とあまり変わらず、有権者にとって名
を代えただけで、与党に失望したほか、民主党議員も意見がわかれ、党の分裂を招くしかなかった。
おわりに
　政治主導と民主党政権は、日本政治にどんな影響をもたらしたか。「増税の場」から見ると、鳩山
内閣は国家戦略室、行政刷新会議、政務三役、内閣府に税制調査会を設置しながら、内閣府の経済
財政諮問会議議の機能を停止、政府税調の事務次官会議の廃止、民主党税調を廃止した。内閣に政
策一元化をもとめたが、実際に鳩山内閣にはマクロ経済と財政の一元管理、政策相互間の整合性の
確保ができず、政治主導のシステムは最初から瑕疵があった。続いて菅内閣は党の意見を統合する
ために党政調を復活させ、「国家財政を考える会」（玄葉光一郎・政調会長）も発足した。さらに、
増税の具体内容を求めるために「税と社会保障の抜本改革調査会」も設立した。しかし、増税反対
の小沢派が離党し、野党の指摘したマニフェストからの違反、復興財源の正当性など、民主党の訴
える政治主導は迷走した。後任の野田内閣は党の混乱と野党交渉の課題を解決するために、政策決
定の手順を変えて、意思決定に政調会長の了承を得ることや、党税調の設置などを行った。
　以上のように政策形成の力も政治主導のイメージが薄くなってきた。鳩山内閣は赤字財政や財源
不足に直面し、それに取組む過程で、政官関係の悪化、国家予算の膨張などで、政策決定が迷走し
てしまった。後任の菅内閣は財政再建問題に取り込もうとしたが、マニフェストとの矛盾と選挙で
の敗北で行きづまった。鳩山内閣期に政治主導の重要な役割を与えられた国家戦略局は、菅内閣時
には党政調の復活とともに、機能が薄くなってきた。そして、党内の対立や野党の対抗など直面し、
さらに震災への対応に忙殺されて、結局消費税増税を提起する過程にとどまった。野田内閣の最大
課題も増税であったが、低支持率、党内の対立などで、野党との協議で、消費税率上げを決定する
のが精いっぱいだった。その過程で、党税調を復活させ、さらには財務官僚の影響が復活する事態
となった。民主党の政治主導は、最後は完全にかけ声で終わったといえる。
63）	朝日新聞（2012年12月 5 日）．「（朝日・東大共同調査）第三極、政策で差異化　既成政党に対抗　総選挙」．
